
 
 

 【様式１】 記入例 

 

令和２年度ものづくり生産性向上支援事業 

 

提 案 書 
応募申請書 

 

令和２年  月  日 

 

株式会社 沖縄ＴＬＯ 

代表取締役社長 玉城 昇 殿 

                      中核企業名  

代表者役職名 

代表者氏名            印 

 

令和２年度ものづくり生産性向上支援事業について、以下のとおり関係書類を添えて提案いたしま

す。 

生産技術開発 

テーマ名 
○○△△の開発 
※生産技術開発テーマ名は「○○△△の開発」とし、30文字以内で設定してください。 

提案ステージ 導入検証ステージ 

中 核 企 業 名 

(ﾌﾘｶﾞﾅ)  

企 業 名  

住 所 〒 

(ﾌﾘｶﾞﾅ)  

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ 

職・氏名 
 

電 話  F A X  

E-mail  

他制度への 

応 募 状 況 

＜記入方法＞（青字は削除して記入してください） 
※ 生産技術開発共同体参画機関が、他制度で継続中若しくは応募中（応募予定も含む）の生産技術開

発プロジェクトについて、その研究助成制度名、生産技術開発テーマ名、関係省庁等名、技術開発

期間、研究資金の額、本提案との相違点を記入してください。 
※ なお、ここでいう他制度とは、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土

交通省やそれらの外郭機関(ＪＳＴ、ＮＥＤＯ等)、または沖縄県が実施している公募型の技術開発

助成制度が対象となります。 
万が一正しい報告が行われなかった場合や記入漏れが判明した場合は、審査において不利になることがあ
りますのでご留意ください。 

生産技術開発共同体 

参画機関の適格性 

本提案に際し、以下の項目について確認いたしました。 

業務履行に必要な人員・技術・設備等  □あり   □なし 
期間内の適正な業務履行の確保     □可    □不可 
指名停止措置を受けている者      □非該当  □該当 
暴力団員に該当する者         □非該当  □該当 
暴力団と密接な関係を有する者     □非該当  □該当 

※ 中核企業が生産技術開発共同体の全ての参画機関について確認のうえ、レを記入してください。 

受 付 番 号 

 

 



 
 

【様式２】 

プロジェクト概要書 

 

中核企業 株式会社〇〇 

協力企業 
△△株式会社 

有限会社■■ 

大学等 

公的研究機関 

●●大学●●学部●●学科 

▲▲県▲▲研究センター 

技術開発費 総事業費（補助対象経費）●●●●円  ※内、補助金交付申請額○○○○円 

沖縄県工業技術センター 

共同研究テーマ名 
 

開
発
目
的
（
背
景
） 

 (記入例) 

背景・現状（○○は、○○という状況のため、○○の生産性向上が必要である。） 

 課題（しかしながら、○○が課題となっている。／○○が求められている。） 

  技術開発体制（この課題を解決するために、○○技術を有する○○大学／○○社と連携することにより） 

   技術開発内容（○○を解決／解明することで、○○する技術／○○する装置を実現する。） 

※背景・現状は「１．ニーズ把握」を、課題は「２．技術課題の抽出」を、技術開発体制および技

術開発内容は「３．技術開発の内容」をそれぞれ要約する。 

目
標 

 (記入例) 

開発した生産技術（○○の特長を有する○○技術／○○装置が実現することで） 

 効果（現状の時間当たり生産台数○台が○台となり生産性が○○％向上する） 

※３％以上の生産性向上に関する内容（生産性の定義、目標値、算出根

拠等）を示す。 

 

現状値 

A 

生産数、時間、売上

等の指標となる数

値 

目標値 

B 

事業終了時の数値

目標 

向上率

（％） 
AからBへの増加率 

技
術
開
発
の
概
要 

※「サブテーマ（様式３を参照）」であげた生産技術開発プロジェクトの取り組み内容を分かり易

く説明する。 

（開発する機械装置の目標とする仕様やイメージ図、導入技術の必要性や優位性に関する図解や写真等） 

（設計仕様ならびに製品仕様決定までのアプローチ方法等） 

 

※【様式２】は１枚以内でご記入ください。枠の大きさは適宜修正してください。 

※ 総事業費は様式１０から転記してください。 

生産技術開発 

テーマ名 
○○△△の開発 

提案ステージ 導入検証ステージ 



 
 

【様式３】 

生産技術開発内容等説明書 

 

1. ニーズの把握 

※ 事前調査やヒアリング等により把握している、対象となる市場や顧客（使用者）がおかれた環境や背景

等から、これらが抱える課題やニーズについて記述してください。 

※ これらの課題やニーズを、項目分けや優先順や難易度等により整理し、できるだけ数値等で具体的に記

述してください。 

※ 本プロジェクトの成果が最終的に、誰に、何を提供するものかを記述してください。 

 

 

2. 技術（検証）課題の抽出 

※市場や顧客が抱える課題やニーズ（前項の要求仕様）の根本原因が何で、どのような取り組みを行うこ

とで課題解決が図れるか（作業項目）を記述してください。 

※ 自社の開発計画（作業項目）が多岐に渡る場合は、自社で取り組む項目と本プロジェクトで取り組む項

目を区別して記述してください。 

※ 抽出した作業項目について、優先順や難易度等により整理し、特に本プロジェクトの「導入検証ステー

ジ」で実施すべき検証作業（基礎的な検討内容）を明示してください。 

※ 本プロジェクト（２期）の実施により実現する、３％以上の生産性向上に関する内容（生産性の定義、

目標値、算出根拠等）を記載してください。 

 

 

生産技術開発テーマ名 ○○△△の開発 

【導入検証ステージ】 



 
 

3. 技術開発（導入検証）の内容 

※ 自社の開発計画の全体的な取り組みについて、文章や図表等で記述してください。 

※ 自社の開発計画に対して、本プロジェクトの取り組みがどのように影響／貢献するか、関係性を記述し

てください。 

※ 前項で抽出した課題解決に向けた作業項目を整理して、本プロジェクトのサブテーマとして設定（項建

て）していください。 

※ それぞれサブテーマについて、下表に具体的な検証作業内容を記述してください。 

※ サブテーマは、それぞれの目標値を具体的に数値化（定量化）した内容となるように記述してくださ

い。また、中心となって取り組む機関名と代表者名、および検証作業に取り組むだけの過去の実績や保

有技術等について記述してください。 

※ サブテーマは必要に応じて追加してください。 

 

※ 枠の大きさは適宜修正してください。 

 

（作業分解） 

設定仕様 検証項目 検証作業（実験）の詳細 

サブテーマ① 

対象物に適した粉

砕方法の検証 

刃物材料の選定 

○○材料に知見を有する○○大学と共同で対象とな

る材料の検討を行う。価格面や加工性、強度について

検証をする。 

  

  

サブテーマ② 

搬送方式の検証 

○○の搬送方法の検討 

メカトロニクスに知見を有する株式会社○○のアド

バイスの元、対象物となる○○に適した搬送方法を複

数種類検討する。 

  

  

サブテーマ③ 

【工技センター共同

研究】○○の評価 

○○の評価 ○○試験機を用いた強度試験を行う 

  

  



 
 

サブテーマ①  

主な実施機関  

開発代表者氏名  

実施内容の詳細及び保有技術等について記入下さい： 

 

※ 枠の大きさは適宜修正してください。 

 

サブテーマ②  

主な実施機関  

開発代表者氏名  

実施内容の詳細及び保有技術等について記入下さい： 

 

※ 枠の大きさは適宜修正してください。 



 
 

 

サブテーマ③  

主な実施機関  

開発代表者氏名  

実施内容の詳細及び保有技術等について記入下さい： 

 

※ 枠の大きさは適宜修正してください。 

 

4. 導入検証のまとめと課題抽出（1期目のまとめ） 

※ 1期目の導入検証に取り組んだ結果として、どこまでの改善効果や機能・性能・品質等を有した生産技

術を実現するのか、現時点での目標について構想図（ポンチ絵）等を用いて記述してください。（1期目

の到達目標） 

※ 1期目の取り組みによりどのような結果が得られ、その結果が2期目の計画にどのように影響（反映）す

るかを記述してください。（2期目の課題（作業項目）設定） 

 

 

 

 

 

 

※ 枠の大きさは適宜修正してください。 

 



 
 

5. 実用評価計画の内容（2期目の計画） 

※本プロジェクト開始時に計画する実用評価における作業項目と、1期目の導入検証を実施したうえで設

定する作業項目を整理して、2期目のサブテーマとして設定（項建て）していください。 

※ 各サブテーマについて、実用化に向けてどのような評価（実験）を行うのか、評価すべき項目と評価

（実験）方法を下表に記述してください。 

※ サブテーマは必要に応じて追加してください。 

 

※ 枠の大きさは適宜修正してください。 

 

想定される評価項目 評価（実験）方法の詳細 

評価予定テーマ① 

○○搬送機構の評

価 

時間当たりの処理量の評価 
構成する機器のパラメータ調整し、最小/最大処理

量の評価 

連続搬送信頼性の評価 連続搬送△△時間でエラー無いことを確認する 

  

評価予定テーマ② 

【工技センター共同

研究】○○の評価 

○○の評価技術の開発 自社内で対応可能な簡易検査方法を検討する。 

  

  

評価予定テーマ③ 

 

  

  

  



 
 

【様式４】 

事業展開の見通し 

 

（記入例） 

一次目標（本プロジェクトの実施により○○について○○％の生産性向上を実現する） 

 事業目標（これにより、自社の○○事業で課題となっていた○○を実現し、○○分野への進出を図る） 

  波及効果（今回○○に取り組むことで、同時に社員には○○に関するノウハウを得ることができる） 

（今回開発した食品の○○加工技術は、さらに○○を工夫改良することで飲料にも適用可能である。） 

  制約条件（今後の取り組みにおいて○○の課題解決に取り組むことで、より確実な事業の成功を図る） 

 

※ 本プロジェクトの目標とする３％以上の生産性向上に関する内容（生産性の定義、目標値、算出根

拠等）を記述してください。 

※ 本プロジェクトの成果を活用した自社の将来的な開発計画について、文章や図表等で記述してくだ

さい。 

※ 本プロジェクトに取り組むことで、直接的な生産性向上以外に得られる成果等（副次的／波及的な

効果）について記述してください。 

※ 本プロジェクトでは対応しないものの、新たな生産技術の実用化に際して課題や制約となる条件

（外的要因や付帯条件等）とその対応策の見込み等について記述してください。 

 

 

※ 枠の大きさは適宜修正してください。 

 

生産技術開発テーマ名 ○○△△の開発 

提案ステージ 導入検証ステージ 



 
 

【様式５】 

プロジェクト実施体制 

※ 枠の大きさは適宜修正してください。 

 

生産技術開発テーマ名 ○○△△の開発 

 (職・氏名) （連絡先） 

プロジェクトリーダー   

会計担当者   

（記入例） 

 中核企業○○と協力企業○○が連携して○○技術の開発を行う。このとき、過去に○○に関する共同

研究を行った○○大学に協力いただき、○○部分の指導を仰ぐと同時に実験にも参加いただく。 

また、実用化に向けた○○評価方法については、工技センターと共同で取り組みノウハウの共有を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 中核企業および生産技術開発共同体間の役割分担、技術開発の枠組み等を分かりやすく図や表でま

とめてください。 

※ 中核企業（1社）のみの場合は、社内体制および外部関係機関との関係性を示してください。 

※ 生産技術開発共同体の場合は、協力企業・研究機関との関係性を示してください。 

※ 連携するに至った経緯（時期、きっかけ）や、これまでの交流状況について記述すべき点があれば

記入してください。 

 

中核企業：株式会社○○ 

（全体まとめ、○○技術の検証） 

リーダー：○○、会計担当：○○ 

沖縄県工業技術センター 

（○○技術の検証） 

主担当：○○（予定） 

協力企業：有限会社○○ 

（○○技術の検証） 

主担当：○○ 

琉球大学工学部工学科 

（○○技術の検証） 

主担当：○○（予定） 

共同研究 

試料提供 

技術指導 

評価結果 
共同開発 

生産技術開発共同体 



 
 

【様式６】 

企業の概要 

※【様式６】は中核企業および全ての協力企業について、各社ごとに作成してください。 

※ 中核企業なのか協力企業なのかを明記してください。 

企業名  (中核・協力) 企業 

代表者 職・氏名  

所在地  

（技術開発拠点が上記以外の場合の主たる実施場所） 

 

HPｱﾄﾞﾚｽ  

技術開発 

代表者 

職・氏名  電話  

E-mail  FAX  

会計 

担当者 

職・氏名  電話  

E-mail  FAX  

資本金  前期売上額  

設立年月    

社員数              名（内生産技術開発プロジェクト従事者    名） 

事業概要 

主な事業分野及び保有技術・自社製品 販売及び施工実績（台数、件数等） 

  

  

詳細について記入ください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 枠の大きさは適宜修正してください。

生産技術開発テーマ名 ○○△△の開発 



 
 

【様式７】 

大学等公的研究機関の概要 

※【様式７】は研究機関ごとに作成してください。 

機関名  

所在地  

研究 

代表者 

職・氏名  電話  

E-mail  FAX  

HPｱﾄﾞﾚｽ    

主要な研究員の研究経歴等 

役職・氏名（年齢） 

○年○月 ○○大学大学院修了（○○博士） 

○年○月 ○○大学助手 

本技術開発に係る見込時間/年 

 

研究員一覧表 

研究員氏名 年齢 所属・役職・連絡先 学位 研究分担 
研究専従率 

（％） 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

※ 研究専従率欄には、各研究者の年間の全仕事時間を100%とした場合に対する当該研究の実施に必要とする時間の

配分割合を整数で記入してください。 

※ 枠の大きさは適宜修正してください。 

※沖縄県工業技術センターの情報についても記入してください。なお、沖縄県工業技術センターに関する【様式10 

生産技術開発経費積算内訳書（個別）】の提出は不要です。 

  

生産技術開発テーマ名 ○○△△の開発 



【様式８】　記入例

（注） 交付決定日よりも前に発注、購入、契約を実施したものに関しては補助対象外となります。

11月 12月 1月 2月 3月

（注）
※ 年度を超える計画の場合は、その必要性と初年度末での達成目標を明確にすること。
※ 年度を超える計画は生産技術開発プロジェクトの継続を保証するものではなく、また事業費は当該年度分となります。
※ 生産技術開発のスタートは11月上旬を予定しています。
※ 上記の表は必要に応じて追加してください。枠の大きさは適宜修正してください。

評価予定テーマ③

評価予定テーマ①

○○搬送機構の
評価

時間当たりの処理量の評価

連続搬送信頼性の評価

評価予定テーマ②

【工技センター共
同研究】○○の評
価

○○の評価技術の開発

サブテーマ③

【工技センター共
同研究】○○の
評価

○○の評価

サブテーマ①

対象物に適した
粉砕方法の検証

刃物材料の選定

サブテーマ②

搬送方式の検証

○○の搬送方法の検討

サブテーマ名 作　業　内　容 1Q 2Q 3Q 4Q

プロジェクトスケジュール

導入検証ステージ

生産技術開発テーマ名 ○○△△の開発

令和２年度 令和３年度



【様式９】　記入例

生産技術開発テーマ名

提案ステージ

（単位　：　円）

１　生産技術開発用設備費 1,105,000

２　労務費 3,318,000

３　その他の経費 3,875,000

合計（１+２+３） 8,298,000 6,638,400 1,659,600

補助金交付申請額 4,000,000 円　≦4,000,000円

補助率（※８/10以内） 80.0

※ 公募要領「６．技術開発経費の積算内訳について」を参照のうえ、項目ごとに記入してください。
※ 補助金交付申請額（補助額）：上限400万円／補助率：補助対象経費の８/10以内（生産技術開発共同体全体で補助対象経費の２
/10以上を自己負担。負担割合は任意。）
※ 必要に応じて枠は追加してください。枠の大きさは適宜修正してください。

生産技術開発経費積算書

○○△△の開発

導入検証ステージ

項　　目
補助対象経費

（補助金交付申請額+自己負担額）
補助金交付申請額 自己負担額



（作成記入例）

【様式１０】　記入例

生産技術開発テーマ名

企業名/研究機関名 （中核企業） 株式会社○○○○

※ 【様式１０】は中核企業および全ての協力企業、研究機関ごとに作成してください。

（単位　：　円）

補助対象経費
（C=A+B）

補助金交付申請額
（A）

自己負担額
（B）

１　生産技術開発用設備費 1,105,000 884,000 221,000

ア　機械装置等借用費 275,000 220,000 55,000

搬送ロボットリース 275,000 220,000 55,000

イ　物品費 30,000 24,000 6,000

検査用組込カメラ 30,000 24,000 6,000 30,000円×1個

ウ　改造修理費 800,000 640,000 160,000

既存装置（ライン）改造費 800,000 640,000 160,000

２　労務費 3,318,000 2,654,400 663,600

ア　開発員費 2,970,000 2,376,000 594,000

比嘉○○ 1,350,000 1,080,000 270,000

金城▲▲ 810,000 648,000 162,000 9,000円×10日×9ヶ月

宮城■■ 810,000 648,000 162,000 9,000円×10日×9ヶ月

イ　補助員費 240,000 192,000 48,000

補助員A 240,000 192,000 48,000 （新規採用予定）1,000円×8h×10日×3カ月

ウ　管理員費 108,000 86,400 21,600

新垣□□（事業統括） 108,000 86,400 21,600 3,000円×4h×9日

３　その他の経費 3,875,000 3,100,000 775,000

ア　消耗品費 650,000 520,000 130,000

試作用×× 200,000 160,000 40,000

○○用回転部品 150,000 120,000 30,000

○○用成型部品 300,000 240,000 60,000

ウ　旅費 240,000 192,000 48,000

情報収集 240,000 192,000 48,000

エ　委託費 2,820,000 2,256,000 564,000

協力企業A 2,220,000 1,776,000 444,000

研究機関B 200,000 200,000

○○装置本体製作費 400,000 280,000 120,000

オ　委員会費 155,000 124,000 31,000

○○技術委員会　委員謝金 27,000 21,600 5,400

○○技術委員会　委員旅費（県内） 8,000 6,400 1,600 4,000円×2名×1回

○○技術委員会　委員旅費（県外） 120,000 96,000 24,000 120,000円×1名×1回（東京）

ケ　負担金 10,000 8,000 2,000

参加費 10,000 8,000 2,000 ○○展示会5,000円×2名

合計　（１+２+３） 8,298,000 6,638,400 1,659,600

補助金交付申請額 4,000,000 円　≦4,000,000円

補助率（※８/10以内） 80.0 ％

生産技術開発経費積算内訳書　（中核企業）

○○△△の開発

項　　目

技術開発費（税抜）

積算内訳

55,000円×5カ月

メーカー派遣

15,000円×10日×9ヶ月

※ 公募要領「６．技術開発経費の積算内訳について」を参照の上、項目ごとに記入してください。
※ 補助金交付申請額（補助額）：上限400万円／補助率：補助対象経費の８/10以内（生産技術開発共同体全体で補助対象経費の２/10以上を自己負担。負担割合は任
意。）
※ 【様式10（中核企業）】の３．その他の経費エ委託費は【様式10（個別）】の合計欄（税抜）を転記してください。（各企業・機関との委託契約は税込のため補助金交付申請
額とは異なります）
※ 項目および積算内訳は詳細（概ね５０万円以下になるように）を記入してください。（「○○一式」は×）
※ 必要に応じて枠は追加してください。枠の大きさは適宜修正してください。

○○展示会＠東京120,000円×2名

9,000円×3名×1回



（作成記入例）

【様式１０】　記入例

生産技術開発テーマ名

企業名/研究機関名 （協力企業） 株式会社■■■■

※ 【様式１０】は中核企業および全ての協力企業、研究機関ごとに作成してください。

（単位　：　円）

補助対象経費
（C=A+B）

補助金交付申請額
（A）

自己負担額
（B）

１　生産技術開発用設備費 240,000 192,000 48,000

イ　物品費 240,000 192,000 48,000

加熱用ヒーター 150,000 120,000 30,000

モーター 90,000 72,000 18,000

２　労務費 1,440,000 1,152,000 288,000

ア　開発員費 1,440,000 1,152,000 288,000

玉城○○ 675,000 540,000 135,000

上原△△ 405,000 324,000 81,000 （主任）9,000円×5日×9ヶ月

島袋■■ 360,000 288,000 72,000 8,000円×5日×9ヶ月

３　その他の経費 540,000 432,000 108,000

ア　消耗品費 300,000 240,000 60,000

断熱資材 150,000 120,000 30,000

ベアリング 150,000 120,000 30,000

ウ　旅費 240,000 192,000 48,000

県外視察 240,000 192,000 48,000

合計　（１+２+３） 2,220,000 1,776,000 444,000

消費税（10％） 177,600

委託契約額 1,953,600

（東京）120,000円×2名

※ 公募要領「６．技術開発経費の積算内訳について」を参照の上、項目ごとに記入してください。
※ 項目および積算内訳は詳細（概ね５０万円以下になるように）を記入してください。（「○○一式」は×）
※ 必要に応じて枠は追加してください。枠の大きさは適宜修正してください。
※ 沖縄県工業技術センターに関する【様式10　生産技術開発経費積算内訳書（個別）】の提出は不要です。

（工場長）15,000円×5日×9ヶ月

生産技術開発経費積算内訳書　（個別）

○○△△の開発

項　　目

技術開発費（税抜）

積算内訳



（作成記入例）

【様式１０】　記入例

生産技術開発テーマ名

企業名/研究機関名 （研究機関） ○○大学

※ 【様式１０】は中核企業および全ての協力企業、研究機関ごとに作成してください。

（単位　：　円）

補助対象経費
（C=A+B）

補助金交付申請額
（A）

自己負担額
（B）

３　その他の経費 200,000 200,000 0

ア　消耗品費 200,000 200,000 0

予備実験用材料 200,000 200,000

合計 200,000 200,000 0

消費税（10％） 20,000

委託契約額 220,000

※ 公募要領「６．技術開発経費の積算内訳について」を参照の上、項目ごとに記入してください。
※ 項目および積算内訳は詳細（概ね５０万円以下になるように）を記入してください。（「○○一式」は×）
※ 必要に応じて枠は追加してください。枠の大きさは適宜修正してください。
※ 沖縄県工業技術センターに関する【様式10　生産技術開発経費積算内訳書（個別）】の提出は不要です。

生産技術開発経費積算内訳書　（個別）

○○△△の開発

項　　目

技術開発費（税抜）

積算内訳



【様式１１】 記入例 

 

誓約書 

 

令和２年１０月●日 

 

株式会社 沖縄ＴＬＯ 

代表取締役社長 玉城 昇 殿 

 

                     法人名  株式会社●●●● 

                     代表者名 代表取締役社長 ●●●●      印 

 

 

 私は、「ものづくり生産性向上支援事業」の生産技術開発プロジェクトに応募するにあたり、

沖縄県暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者に

該当しないことを誓約します。 

 

 

（参考） 

沖縄県暴力団排除条例（平成 23年７月 沖縄県条例第 35号） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

  (1) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律  第 77 号。以

下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

  (2) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月 法律第 77号） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

２ 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に

暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 

 （中略） 

６ 暴力団員 暴力団の構成員をいう。 

 

 

 

 



 
 

  



 
 

＜提出書類チェックシート＞ 

※提出漏れがないかチェックを入れ、同封して下さい。 

 

チェック欄 提出書類 
正本１部 
片面カラー

印刷 

副本15部 
両面カラー

印刷 

 ① 提案書一式   

□ 

 様式１：応募申請書 ● 

(押印) 
□※ 

 様式２：プロジェクト概要書 ● □※ 

 様式３：生産技術開発内容等説明書 ● □※ 

 様式４：事業展開の見通し ● □※ 

 様式５：プロジェクト実施体制 ● □※ 

 様式６：企業の概要 ● □※ 

 様式７：大学等公的研究機関の概要 ● □※ 

 様式８：プロジェクトスケジュール ● □※ 

 様式９：生産技術開発経費積算書 ● □※ 

 様式10：生産技術開発経費積算内訳書 ● □※ 

 様式11：誓約書（中核企業および協力企業の全て） ● - 

□ ② 定款（中核企業および協力企業の全て） ● □ 

 ③ 決算報告書（中核企業および協力企業の全て）   

□ 

・直近３期分の「貸借対照表、損益計算書（販売費および一般管

理費の明細、製造原価報告書）」 の写し 
● □ 

・直近１期分の「法人税申告書の別表１」の写し ● - 

 ④ 納税証明書（中核企業および協力企業の全て）   

□ 

・直近１期分の「法人県民税、法人事業税」の納税証明書（２証

明税目と証明事項（1）☑法人県民税☑法人事業税） 
● - 

・直近１期分の「法人税、消費税及地方消費税」に未納がないこ

との納税証明書（様式その3-3） 
● - 

□ 
⑤ 会社案内等の参考資料（中核企業および協力企業の全て） 

・会社案内、自社商品や技術紹介資料、新聞記事等 

● 

（任意） 

□ 

（任意） 

・□※ は、押印した申請書等一式を両面カラーコピーし、副本としてください。 

・申請書類のデータを格納した電子媒体（CD-R等）をご提出ください。 

・提出書類に不備のある場合、審査対象とならないことがありますのでご注意ください。 

・提出書類は審査、契約、管理、確定、精算といった一連の業務遂行の為にのみ利用し、提案者の秘密は保持します。 

・提出書類の返却はいたしませんので、必ず、正本の控えを保管してください。 

【正本１部】                 【副本15部】 

 

 

 

 

中核企業名  

生産技術開発テーマ名 ○○△△の開発 

 

●のついた書類を重

ねてクリップで留め

たもの 

 

□のついた書類を重

ねてクリップで留め

たもの 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案書類提出先 及び 問い合わせ先 

 

〒903-0213 沖縄県中頭郡西原町字千原1番地 

琉球大学産学官連携推進機構内 株式会社沖縄TLO 

担 当 ： 大城 

ＴＥＬ  ： 098-895-1701  ＦＡＸ：098-895-1703 

E-Mail ： mono1@okinawa-tlo.com 


